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○ 5月 9日（火）平成 29年度新規学卒者等の就職に関する求人要請（経済 4団体）   

○ 5月 10日（水） 同求人要請（県建設業協会等）                 

○ 5月 12日（金） 同求人要請（県森林組合連合会等）               

○ 5月 15日（月） 同求人要請（宮崎県経済農業協同組合連合会）          

○ 5月 15日（月）就労移行支援事業所による事業所説明会（都城安定所）       

○ 5月 25日（木）県西地区 求人受理説明会（都城市中央公民館 14：00～）     

○ 5月 31日（水）県央地区 求人受理説明会（JA-AZMホール 13：00～）      
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

1.00 1.01 1.00 1.03 1.05 1.07 1.09 1.10 1.10 1.10 1.12 1.15

1.19 1.22 1.24 1.24 1.26 1.26 1.26 1.27 1.28 1.33 1.33 1.34

0.19 0.21 0.24 0.21 0.21 0.19 0.17 0.17 0.18 0.23 0.21 0.19

1.16 1.18 1.19 1.20 1.22 1.23 1.24 1.26 1.28 1.29 1.29 1.31

1.33 1.35 1.36 1.37 1.37 1.38 1.40 1.41 1.43 1.43 1.43 1.45

0.17 0.17 0.17 0.17 0.15 0.15 0.16 0.15 0.15 0.14 0.14 0.14

○季節調整法は、センサス局法Ⅱ（X－12ｰARIMA）による。 なお、平成28年12月以前の数値は、平成29年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

報道関係者 　各位

雇用失業情勢（平成29年3月分）

有効求人倍率〈季節調整値、倍、ポイント〉　

宮
崎 平成28年度

全
国

平成27年度

平成27年度

対前年同月差

平成28年度

対前年同月差

平成２９年３月の有効求人倍率（季節調整値）は１．３４倍と前月より０．０１ポイント上昇。 

有効求人倍率は、２５ヶ月連続で１倍台を維持。  

  雇用失業情勢は、着実に改善が進んでいる。 
 
 

・平成29年3月の【有効求人倍率】(季節調整値)は、前月より0.01ポイント上回り1.34倍となった。   

・【有効求職者数】は、(季節調整値)前月比で0.5％減、前年同月比（原数値）で3.6％減（72ヶ月連続） 

・【有効求人数】は、（季節調整値）前月比で0.3％増、前年同月比（原数値）で12.0％増 （45ヶ月連続） 

・【新規求職者数】は、前年同月比（原数値）は2.8％減、【新規求人数】は、前年同月比（原数値）8.6％増となった。   
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（注）月別の数値は季節調整値 

 
   

 
 本県の労働市場における有効求人倍率（季節調整値）は、有効求職者数（同）が前月比0.5％減少し、有効求人数（同）は前月比0.3％増加したこと
から、前月より0.01ポイント上回り1.34倍となった。なお、前年同月比は、0.19ポイント上昇し85ヶ月連続の上昇となっている。 
  新規求職者数（原数値）は、前年同月比で2.8％（167人）減少となった。なお、有効求職者数（原数値）は、前年同月比3.6％（794人）減少し72ヶ月連
続となっている。 
 新規常用求職者（パートを除く）を求職時の態様別にみると、前年同月比で在職者が2.7％（43人）減、離職者が2.7％（58人）減、無業者が1.7％（5
人）減となった。なお、離職者のうち、事業主都合離職者は31.9％（160人）減となっている。 
 一方、新規求人数（原数値）は、前年同月比で8.6％（812人）増加となった。また、有効求人数（原数値）は前年同月比で12.0％（3,114人）の増加で
45ヶ月連続となっている。  
 新規求人数を産業別にみると、前年同月比で18産業中11産業で増加となった。内訳としては、建設業が226人（47.1%)増、製造業が174人（23.6％）
増、学術研究，専門・技術サービス業が146人（137.7%)増等となる一方、サービス業（他に分類されないもの）が158人（10.0%）減、金融業，保険業が15
人（29.4％）減、農，林，漁業が15人（5.3％）減等（18産業中7産業で減少）となったことから、全体で812人（8.6％）の増加となった。 
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有効求人倍率の動き 
宮崎 平成27年度 
宮崎 平成28年度 
全国 平成27年度 
全国 平成28年度 

（倍） 

宮崎労働局 Press Release 

宮崎労働局発表 

平成29年4月28日解禁 

【照会先】 
宮崎労働局職業安定部 
 部          長   山下 拓志 
 職 業 安 定 課長   児玉 太 
 地方労働市場情報官   橋本 智晴 

        （代表電話）0985（38）8823 

季節調整値 
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１．新規求職の動き＜原数値＞

新規求職（パートを含む、人）
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

7,833 5,869 5,638 5,365 4,915 5,393 5,252 4,521 3,821 5,766 5,801 5,862 66,036

6,956 5,727 5,375 4,890 5,097 5,109 4,991 4,315 3,564 5,811 5,452 5,695 62,982

-11.2% -2.4% -4.7% -8.9% 3.7% -5.3% -5.0% -4.6% -6.7% 0.8% -6.0% -2.8% -4.6%

２．新規求人の動き＜原数値＞

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

8,095 7,542 8,266 8,814 8,174 9,082 9,858 8,171 7,536 9,639 9,501 9,389 104,067

8,772 9,015 9,391 8,867 10,053 9,987 9,650 9,913 8,266 11,100 10,674 10,201 115,889

8.4% 19.5% 13.6% 0.6% 23.0% 10.0% -2.1% 21.3% 9.7% 15.2% 12.3% 8.6% 11.4%

３．職業紹介状況について（パートを含む）＜原数値＞

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

平成27年度 2,814 2,498 2,759 2,580 2,252 2,490 2,538 2,268 1,987 2,004 2,372 3,168 29,730

平成28年度 2,560 2,531 2,594 2,222 2,185 2,420 2,417 2,277 1,790 1,985 2,307 2,935 28,223

対前年同月比 -9.0% 1.3% -6.0% -13.9% -3.0% -2.8% -4.8% 0.4% -9.9% -0.9% -2.7% -7.4% -5.1%

平成27年度 35.9% 42.6% 48.9% 48.1% 45.8% 46.2% 48.3% 50.2% 52.0% 34.8% 40.9% 54.0% 45.0%

平成28年度 36.8% 44.2% 48.3% 45.4% 42.9% 47.4% 48.4% 52.8% 50.2% 34.2% 42.3% 51.5% 44.8%

（注）就職率は新規求職者数に対する比率

４．正社員有効求人倍率の動き＜原数値＞

新規求人（パートを含む、人）

<数値の対比は前年同月比>　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　<数値の対比は前年同月比>　　

次回公表予定日　平成29年5月30日（火）

平成27年度

平成28年度

対前年同月比

就職（パートを含む、件）

<数値の対比は前年同月比>　　

就
職
件
数

就
職
率

平成27年度

平成28年度

対前年同月比

○【新規求人数】（原数値）は、10,201人で8.6％（812人）増加となった。   
 
  新規求人数を産業別にみると、前年同月比で18産業中11産業で増加となった。内訳としては、建設業が226人（47.1%)増、製造
業が174人（23.6％）増、学術研究，専門・技術サービス業が146人（137.7%)増等となる一方、サービス業（他に分類されないもの）が
158人（10.0%）減、金融業，保険業が15人（29.4％）減、農，林，漁業が15人（5.3％）減等（18産業中7産業で減少）となったことから、
全体で812人（8.6％）の増加となった。（別表8参照） 
   

○【新規求職者数】（原数値）は、5,695人で2.8％（167人）減少 となった。 
 
 新規常用求職者（パートを除く）を求職時の態様別にみると、前年同月比で在職者が2.7％（43人）減、離職者が2.7％（58人）減、
無業者が1.7％（5人）減となった。なお、離職者のうち、事業主都合離職者は31.9％（160人）減となっている。 
 また、パートを除く新規常用求職者を10歳刻みの年齢階層別（6区分）にみると、24歳以下が0.2％（1人)増、25～34歳が1.3％（13
人)増、35～44歳が3.1％（27人)増、45～54歳が9.3％（73人）減、55歳～64歳が8.3％（50人)減、65歳以上が15.2％(24人)減で、全
体では2.6％(106人)減となっている。 （別表７参照） 
 常用求職者を職業別にみると、「専門的・技術的職業」が5.4％（51人）減、「事務的職業」が9.5％（141人）減、「販売の職業」が
8.1%（40人）減、「サービスの職業」が2.8％（28人）減、「農林漁業の職業」が11.8％（13人）減、「生産工程の職業」が6.1％（33人）増、
「輸送・機械運転の職業」が8.9％（21人）減、「建設・採掘の職業」が6.6％（9人）増、「運搬・清掃等の職業」が0.4％（3人）増となっ
た。 

○【職業紹介状況】は、紹介件数が1,047件（10.7％）減の8,754件となり、就職件数は233件（7.4％）減の2,935
件となった。就職率（対新規求職者）は、2.5ポイント下回って51.5％となった。 
 
 うち、パートの紹介件数は183件（6.8％）減の2,489件となり、就職件数は48件（4.5％）減の1,027件となった。 

 就職率（対新規求職者）は、0.7ポイント下回って58.8％となった。 

○【正社員有効求人倍率】（原数値）は0.77倍となり、前年同月比で0.10ポイント上昇した。 
    （ 正社員有効求人数 11,115人    常用フルタイム有効求職者数 14,394人 ） 
 
※正社員有効求人倍率：正社員有効求人数／常用フルタイム有効求職者数。なお、常用フルタイム有効求職者数にはフルタイ
ムの派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれるため、厳密な意味での正社員有効求人倍率よりも低い値となる。 
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別表１　職業紹介状況（新規学卒者を除きパートタイムを含む）

21,042 19,804 6.3 21,836 ▲3.6 

＊ 20,392 ＊ 20,499 ▲0.5 21,088 －

２ 新規求職申込件数（件） 5,695 5,452 4.5 5,862 ▲2.8 

29,127 28,193 3.3 26,013 12.0 

＊ 27,344 ＊ 27,274 0.3 24,302 －

４ 新規求人数　　 　　（人） 10,201 10,674 ▲4.4 9,389 8.6 

５ 紹介件数　　 　　 　（件） 8,754 8,023 9.1 9,801 ▲10.7 

６ 就職件数　　 　　 　（件） 2,935 2,307 27.2 3,168 ▲7.4 

７ 就職率（6/2）　　　 （％） 51.5 42.3 9.2 54.0 ▲2.5 

８ 充足数  （件） 2,838 2,251 26.1 3,031 ▲6.4 

９ 充足率（8/4）　　　 （％） 27.8 21.1 6.7 32.3 ▲4.5 

宮崎県 1.34 1.33 0.01 1.15 0.19 

全 　国 1.45 1.43 0.02 1.31 0.14 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

平成26年度 5,136 5,834 5,892 6,338 5,952 5,975 5,610 5,091 5,053 4,791 4,598 4,444

平成27年度 4,336 5,016 5,420 5,623 5,594 5,470 5,166 4,792 4,596 4,400 4,279 4,185

平成28年度 3,919 4,652 4,811 4,912 5,273 4,993 4,705 4,439 4,153 4,060 3,956 3,868

別表４　安定所別有効求人倍率（原数値、倍）

宮　崎 1.48 1.53 ▲0.05 1.26 0.22 

延　岡 1.00 0.98 0.02 0.90 0.10 

日　向 1.10 1.18 ▲0.08 0.98 0.12 

都　城 1.78 1.81 ▲0.03 1.41 0.37 

日　南 1.01 1.04 ▲0.03 1.06 ▲0.05 

高　鍋 1.14 1.22 ▲0.08 1.00 0.14 

小　林 1.41 1.50 ▲0.09 1.43 ▲0.02 

県　計 1.38 1.42 ▲0.04 1.19 0.19 

季節調整値

前年同月差
(ポイント)

28年3月

　　* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、平成28年12月以前の数値は、平成29年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

別表２　有効求人倍率（季節調整値、倍）

29年3月 29年2月
前　月　差
(ポイント)

（％）
増減率(差)

別表３　雇用保険一般受給者実人員の推移(基本手当基本分、人)  　(受給者実人員＝失業給付を実際に受けた受給資格者の実数をいう)

29年3月 29年2月 前　月　差
(ポイント)

28年3月 前年同月差
(ポイント)

28年3月

３ 月間有効求人数 （人）

１ 月間有効求職者数（人）

季節調整値

対　前　月 対前年同月
29年3月 29年2月 増減率(差)

（％）
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29年3月

1.41 1.39 1.27

1.17 1.17 1.05

1.12 1.14 1.09

1.54 1.47 1.22

1.36 1.31 1.11

1.34 1.33 1.15

1.12 1.10 0.94

1.01 1.02 0.92
* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、平成28年12月以前の数値は、平成29年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

別表６　パートタイム職業紹介状況

6,627 6,285 6,811

1,746 1,544 1,806

10,417 10,022 9,685

3,747 3,797 3,573

2,489 2,335 2,672

1,027 815 1,075

994 780 1,028

26.5% 20.5% 28.8%

別表７　新規常用求職者の求職時の態様別内訳(パートを除く）

29年3月

28年3月

前年比

29年3月

28年3月

前年比

29年3月

28年3月

前年比

29年3月

28年3月

前年比

29年3月

28年3月

前年比

29年3月

28年3月

前年比

38 17 303

▲ 1.7%5.3% 25.9% ▲ 16.0% 26.7% ▲ 42.1% ▲ 52.9%

無業者

120 68 42 38 22

114 54 50 30

8.8% 8.1% 15.6% ▲ 6.6% 2.7% 36.6% 6.8%

8 298

408 315 302 222 41 1,528自己都合

261 441 364 282 228 56 1,632

240

▲ 40.0% ▲ 21.1% ▲ 35.9% ▲ 33.0% ▲ 26.4% ▲ 48.8% ▲ 31.9%

341

40 90 103 115 110 43 501事業主都合

24 71 66 77 81

0.0% 2.8% 4.4% ▲ 14.0% ▲ 5.1% ▲ 11.8% ▲ 2.7%

22

508 430 429 371 102 2,126

▲ 2.7%

離職者

286 522 449 369 352 90 2,068

286

197 39 1,619

▲ 2.3% ▲ 3.3% 4.1% ▲ 6.4% ▲ 7.6% ▲ 7.7%

在職者

211 433 407 307 182

216 448 391 328

0.2% 1.3% 3.1% ▲ 9.3% ▲ 8.3% ▲ 15.2% ▲ 2.6%

36 1,576

134 3,942

616 1,010 871 787 606 158 4,048

65歳以上 合計

新規求職申込件数

617 1,023 898 714 556

８　充足率　　　　　　　（％） 6.0 ▲2.3 

県　  計 24歳以下 25歳～34歳 35歳～44歳 45歳～54歳 55歳～64歳

６ 就職件数　　 　　 　（件） 26.0 ▲4.5 

７　充足数　　　　　　　（件） 27.4 ▲3.3 

４ 新規求人数　　 　　（人） ▲1.3 4.9 

５ 紹介件数　　 　　 　（件） 6.6 ▲6.8 

２ 新規求職申込件数（件） 13.1 ▲3.3 

３ 月間有効求人数　 （人） 3.9 7.6 

（％） （％）

１ 月間有効求職者数（人） 5.4 ▲2.7 

対　前　月 前年同月
29年3月 29年2月 増減率・差 28年3月 増減率・差

沖　縄 ▲0.01 0.09 

宮　崎 0.01 0.19 

鹿児島 0.02 0.18 

熊　本 0.07 0.32 

大　分 0.05 0.25 

佐　賀 0.00 0.12 

長　崎 ▲0.02 0.03 

別表５　九州各県の有効求人倍率（季節調整値　　差：ポイント）

29年2月 前月差 28年3月 前年同月差

福　岡 0.02 0.14 
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別表８　産業別・規模別新規求人状況（原数値）
　　　　項　　　目

29年3月 29年2月 前 月 比 28年3月 前 年 同
 産業別・規模別 (%) 月 比 (%)

Ａ.B 農、林、漁業 270         229         17.9 285 ▲5.3

Ｃ 鉱業、採石業、砂利採取業 7            3            133.3 7 0.0

Ｄ 建設業 706 656 7.6 480 47.1
Ｅ 製造業 911 870 4.7 737 23.6

食料品製造業 276         246         12.2 283 ▲2.5

飲料・たばこ・飼料製造業 54          44          22.7 43 25.6

繊維工業 78          88          ▲11.4 57 36.8

木材・木製品製造業 82          53          54.7 51 60.8

家具・装備品製造業 11          2            450.0 5 120.0

パルプ・紙・紙加工品製造業 8            6            33.3 16 ▲50.0

印刷・同関連業 15          40          ▲62.5 16 ▲6.3

化学工業 8            66          ▲87.9 18 ▲55.6

石油製品・石炭製品製造業 0            0            - 3 ▲100.0

プラスチック製品製造業 39          19          105.3 45 ▲13.3

ゴム製品製造業 8            4            100.0 12 ▲33.3

窯業・土石製品製造業 19          29          ▲34.5 17 11.8

鉄鋼業 2            1            100.0 0 - 

非鉄金属製造業 0            0            - 2 ▲100.0

金属製品製造業 48          34          41.2 22 118.2

はん用機械器具製造業 44          19          131.6 37 18.9

生産用機械器具製造業 15          13          15.4 11 36.4

業務用機械器具製造業 35          32          9.4 18 94.4

54          36          50.0 24 125.0

電気機械器具製造業 48          70          ▲31.4 24 100.0

情報通信機械器具製造業 31 37 ▲16.2 8 287.5

輸送用機械器具製造業 22 14 57.1 17 29.4
その他の製造業 14 17 ▲17.6 8 75.0

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 5 3 66.7 7 ▲28.6

Ｇ 情報通信業 273 140 95.0 254 7.5

Ｈ 運輸業、郵便業 446 443 0.7 333 33.9

Ｉ 卸売業、小売業 1,324 1,527 ▲13.3 1,267 4.5

Ｊ 金融業、保険業 36 92 ▲60.9 51 ▲29.4

Ｋ 不動産業、物品賃貸業 87 94 ▲7.4 94 ▲7.4

Ｌ 学術研究、専門・技術サービス業 252 176 43.2 106 137.7

Ｍ 宿泊業、飲食サービス業 744 783 ▲5.0 669 11.2

宿泊業 145 111 30.6 96 51.0

Ｎ 生活関連サービス業、娯楽業 381 350 8.9 327 16.5

Ｏ 教育、学習支援業 206 259 ▲20.5 126 63.5

Ｐ 医療、福祉 2,851 2,796 2.0 2,759 3.3

Ｑ 複合サービス事業 121 98 23.5 130 ▲6.9

Ｒ 1,429 1,799 ▲20.6 1,587 ▲10.0
Ｓ.T 公務、その他 152 356 ▲57.3 170 ▲10.6

10,201 10,674 ▲4.4 9,389 8.6

6,707 7,160 ▲6.3 6,249 7.3

2,276 2,369 ▲3.9 2,039 11.6
889 895 ▲0.7 839 6.0
178 119 49.6 150 18.7
130 96 35.4 92 41.3
21 35 ▲40.0 20 5.0

３００～４９９人

　　    　　　　 　２９人以下

５００～９９９人
１，０００人以上

３０～９９人　　
１００～２９９人

産業分類は、平成25年10月改定の「日本標準産業分類」に基づく。

電子部品・デバイス・電子回路製造業

サービス業（他に分類されないもの）

合                計

規
　
模
　
別

求 人 状 況
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本日の記者発表の内容につきましては、宮崎労働局のＨＰにも同時掲載しています。 

 

 

 

 

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

○ 5月 9日（火）平成 29年度新規学卒者等の就職に関する求人要請（経済 4団体）   

○ 5月 10日（水） 同求人要請（県建設業協会等）                 

○ 5月 12日（金） 同求人要請（県森林組合連合会等）               

○ 5月 15日（月） 同求人要請（宮崎県経済農業協同組合連合会）          

○ 5月 15日（月）就労移行支援事業所による事業所説明会（都城安定所）       

○ 5月 25日（木）県西地区 求人受理説明会（都城市中央公民館 14：00～）     

○ 5月 31日（水）県央地区 求人受理説明会（JA-AZMホール 13：00～）      
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＊平成28年度平均の有効求人倍率（原数値）は1.27倍となり、前年度の1.07倍を0.20ポイント上回りました。

　 平成28年度平均の有効求人（原数値）は前年度に比べ12.7％増となり、有効求職者（原数値）は5.5％減となりました。

求人、求職及び求人倍率の推移（原数値）

18年度平均 19年度平均 20年度平均 21年度平均 22年度平均 23年度平均 24年度平均 25年度平均 26年度平均 27年度平均 28年度平均
対27年度

増減率（％）

有効求職者数 24,136 24,671 25,414 29,862 28,926 27,808 26,652 24,747 23,234 21,828 20,637 ▲5.5 

有効求人数 16,883 15,933 12,859 11,715 14,047 16,753 18,873 20,039 22,187 23,257 26,220 12.7 

有効求人倍率 0.70 0.65 0.51 0.39 0.49 0.60 0.71 0.81 0.95 1.07 1.27

一般受給者実人員（基本分）

18年度平均 19年度平均 20年度平均 21年度平均 22年度平均 23年度平均 24年度平均 25年度平均 26年度平均 27年度平均 28年度平均
対27年度

増減率（％）

受給者実人員 6,899 7,534 7,735 9,589 7,360 6,877 6,528 5,924 5,393 4,906 4,478 ▲8.7 

年度分集計数値
平成28年度 
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紹介件数

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度
対27年度

増減率（％）

紹介件数 118,045 123,477 135,352 161,352 156,329 140,417 140,690 123,855 107,788 97,249 88,025 ▲9.5 

就職件数

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度
対27年度

増減率（％）

就職件数 27,660 26,995 25,473 28,433 31,536 32,122 32,466 32,527 31,060 29,730 28,223 ▲5.1 
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   宮崎労働局 

             Press Release  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 28 年度 新規学校卒業者の求職・求人・就職等の状況（3 月末） 

～就職内定率の前年同月比は高校で 0.3 ポイント、大学等で 1.9 ポイントの減少～ 

～就職内定者に占める県内内定者の割合は、高校で 0.7％の増加～ 

 

宮崎労働局（局長 元木 賀子）では、平成 29 年 3 月に県内の学校を卒業した学

生等の求職・求人・内定等の状況を調査し、平成 29 年 3 月末の状況として取りまと

めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（  ）内の数値は前年度値。 

※高校の数値については、県内の県立高校及び私立高校からのハローワークへの報告（学校ハロ

ーワークからの職業紹介を希望している生徒の状況等）を取りまとめたものです。 

※求人数は県内の事業所より提出されたものを公表しています。 

※大学等の数値については、県内の大学等 9 校から宮崎労働局への報告を取りまとめたものです。 

【照会先】 

宮崎労働局職業安定部職業安定課 

(担 当)  

職業安定部長      山下 拓志 

職業安定課長    児玉 太 

(電 話) 0985-38-8823 

【高校新卒者】（別紙１：平成 29年 3月末） 

○就職内定率は、99.3％で前年同月比（99.6％）0.3 ポイントの減。 

○就職内定者数は、2,694 人で同（2,689 人）0.2％の増。 

 うち県内就職内定者数は、1,531 人で同（1,508 人）1.5％の増。 

○求人数は、3,750 人で同（3,371 人）11.2％の増 

○求職者数は、2,712 人で同（2,701 人）0.4％の増。 

○求職者全体に占める県内希望者の割合は 57.0％で同（56.2％）0.8 ポイントの増。 

○求職者全体の求人倍率は、1.38 倍で同（1.25 倍）0.13 ポイントの増。 

 県内求職者に対する求人倍率は 2.42 倍で同（2.22 倍）0.2 ポイントの増。 

【大学等新卒者】（別紙２：平成 29年 3月末） 

○大学等就職内定率は、96.4%で前年同月比（98.3%）1.9 ポイントの減。 

〇大学就職内定率は、95.6%で前年同月比（98.4%）2.8 ポイントの減。 

〇短大就職内定率は、98.5%で前年同月比（97.3%）1.2 ポイントの増。 

〇高専就職内定率は、99.2%で前年同月比（100.0%）0.8 ポイントの減。 

 

宮崎労働局発表 

平成 29 年 4 月 28 日解禁 



局１ 別紙１

対 前 年

計 男 女 計 男 女 増減率・差

① 求 職 者 数 9 6 3 10 5 5 -10.0%

う ち　県 内 7 5 2 7 2 5 0.0%

う ち  県 外 2 1 1 3 3 0 -33.3%

② 就 職 内 定 者 数 5 4 1 6 4 2 -16.7%

う ち  県 内 3 3 0 3 1 2 0.0%

う ち  県 外 2 1 1 3 3 0 -33.3%

就職内定者に占める
県内内定者の割合 60.0% 75.0% 0.0% 50.0% 25.0% 100.0% 10.0

③ 求 人 数 6 10 -40.0%

④ 求 人 倍 率 ③ / ① 0.67 1.00 -0.33

① 求 職 者 数 2,712 1,651 1,061 2,701 1,603 1,098 0.4%

う ち  県 内 1,547 802 745 1,519 740 779 1.8%

う ち  県 外 1,165 849 316 1,182 863 319 -1.4%

求職者全体に占める
県内希望者の割合 57.0% 48.6% 70.2% 56.2% 46.2% 70.9% 0.8

② 就 職 内 定 者 数 2,694 1,641 1,053 2,689 1,596 1,093 0.2%

う ち  県 内 1,531 793 738 1,508 734 774 1.5%

う ち  県 外 1,163 848 315 1,181 862 319 -1.5%

就職内定者に占める
県内内定者の割合 56.8% 48.3% 70.1% 56.1% 46.0% 70.8% 0.7

③ 有 効 求 職 者 数 18 10 8 12 7 5 50.0%

う ち  県 内 16 9 7 11 6 5 45.5%

う ち  県 外 2 1 1 1 1 0 100.0%

④ 求 人 数 3,750 3,371 11.2%

⑤ 求 人 倍 率 ④ / ① 1.38 1.25 0.13

県内求職者に対する
求人倍率 2.42 2.22 0.20

⑥ 就職内定率② /① 99.3% 99.4% 99.2% 99.6% 99.6% 99.5% -0.3

う ち  県 内 99.0% 98.9% 99.1% 99.3% 99.2% 99.4% -0.3

う ち  県 外 99.8% 99.9% 99.7% 99.9% 99.9% 100.0% -0.1

平成29年3月末現在 前 年 同 月

宮崎労働局

新規学校卒業者の求職・求人・就職の状況
〈平 成 ２９ 年 ３ 月 卒 業 者〉

※求人数は県内の事業所より提出されたものを公表している。

区　　　　　　　　分

中

学

卒

業

高

校

卒

業



別紙２

合計 大学 短大 高専 合計 大学 短大 高専 合計 大学 短大 高専

計 2,493 1,908 413 172 2,426 1,867 395 164 2.8% 2.2% 4.6% 4.9%

男 1,252 1,102 24 126 1,238 1,100 22 116 1.1% 0.2% 9.1% 8.6%

女 1,241 806 389 46 1,188 767 373 48 4.5% 5.1% 4.3% -4.2%

計 1,947 1,486 340 121 1,856 1,402 333 121 4.9% 6.0% 2.1% 0.0%

男 894 797 15 82 869 773 14 82 2.9% 3.1% 7.1% 0.0%

女 1,053 689 325 39 987 629 319 39 6.7% 9.5% 1.9% 0.0%

19,371 14,070 958 4,343 19,292 14,886 863 3,543 0.4% -5.5% 11.0% 22.6%

う
ち

県
内 2,160 1,496 482 182 1,972 1,363 414 195 9.5% 9.8% 16.4% -6.7%

計 1,876 1,421 335 120 1,824 1,379 324 121 2.9% 3.0% 3.4% -0.8%

男 858 762 15 81 856 761 13 82 0.2% 0.1% 15.4% -1.2%

女 1,018 659 320 39 968 618 311 39 5.2% 6.6% 2.9% 0.0%

計 904 603 292 9 836 527 295 14 8.1% 14.4% -1.0% -35.7%

男 301 284 11 6 281 260 13 8 7.1% 9.2% -15.4% -25.0%

女 603 319 281 3 555 267 282 6 8.6% 19.5% -0.4% -50.0%

48.2% 42.4% 87.2% 7.5% 45.8% 38.2% 91.0% 11.6% 2.4 4.2 -3.9 -4.1

計 71 65 5 1 32 23 9 0 121.9% 182.6% -44.4% -

男 36 35 0 1 13 12 1 0 176.9% 191.7% -100.0% -

女 35 30 5 0 19 11 8 0 84.2% 172.7% -37.5% -

計 96.4% 95.6% 98.5% 99.2% 98.3% 98.4% 97.3% 100.0% -1.9 -2.8 1.2 -0.8

男 96.0% 95.6% 100.0% 98.8% 98.5% 98.4% 92.9% 100.0% -2.5 -2.8 7.1 -1.2

女 96.7% 95.6% 98.5% 100.0% 98.1% 98.3% 97.5% 100.0% -1.4 -2.7 1.0 0.0

求
職
者
数
①

卒
業
予
定
者

大学等の求職・求人・内定状況　【平成29年3月卒業者】

平成29年3月末現在 前年同月 前年比

宮崎労働局

求
人
件
数

※この調査は、宮崎労働局管内の大学等9校が、 H29.3月末日時点で学生からの報告等により把握している内定状況等を取り
まとめたものです。本調査は大学等の協力により可能な範囲で把握した数字を取りまとめており、報告のない学生や連絡の取れ
ない学生などは未内定として計上しています。なお、厚生労働省及び文部科学省が公表している「大学等卒業予定者の就職内
定状況調査」は抽出調査として実施しており、調査時点ごとに、電話・面接等の方法により抽出した学生全員に対して学校を通じ
て内定状況を確認した結果であり、調査方法等が異なることから、この調査と直接数値を比較できるものではありません。

う
ち
県
内

就
職
内
定
者
数
②

就
職
内
定
率

②
／
①

※宮崎大学医学部・県立看護大学は含まない。　※端数処理の関係で最下位の数値があわない場合がある。

就職内定者に
占める県内
内定者の割合

有
効
求
職
者
数

①
|
②



参考1

宮崎労働局（平成29年3月末現在）

項目

安定所名

合　計 3,750 （11.2%） 2,712 （0.4%） 1.38 （0.1）

宮　崎 1,350 （16.4%） 976 （▲1.7%） 1.38 （0.2）

延　岡 436 （▲6.6%） 398 （1.0%） 1.10 （▲0.1）

日　向 240 （3.9%） 264 （▲3.3%） 0.91 （0.1）

都　城 972 （25.7%） 563 （3.5%） 1.73 （0.3）

日　南 177 （▲10.6%） 155 （▲10.4%） 1.14 （0.0）

高　鍋 287 （▲2.7%） 182 （22.1%） 1.58 （▲0.4）

小　林 288 （16.6%） 174 （0.6%） 1.66 （0.2）

　　　　安定所の紹介を希望するものである。

　　　２．（　　）内は、前年同月比である。

新規学校卒業者の求職・求人等の状況（安定所別）

〈平 成 ２９ 年 ３ 月 卒 業 者〉

①求人数 ②求職者数 ③求人倍率

注）　1．②欄「求職者数」は、就職希望者のうち自営、縁故就職・公務員への応募者等を除く、学校又は公共職業



参考２

宮崎労働局

産業分類 Ｈ29年3月末 Ｈ28年3月末

農・林・漁業 166 142

鉱業，採石業，砂利採取業 2 3

建設業 417 444

製造業 904 875

電気・ガス・熱供給・水道業 7 9

情報通信業 116 72

運輸業，郵便業 79 70

卸売業，小売業 510 426

金融業，保険業 68 66

不動産業，物品賃貸業 25 18

学術研究，専門・技術サービス業 24 29

宿泊業，飲食サービス業 244 180

生活関連サービス業，娯楽業 170 165

教育，学習支援業 19 11

医療，福祉 691 611

複合サービス事業 110 86

サービス業（他に分類されないもの） 197 163

その他の産業 1 1

合計 3,750 3,371

38.9%

平成２９年３月高等学校卒業予定者に係る産業別求人状況
【平成29年 3月末現在】
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高等学校 県内求人受理状況（産業別） Ｈ29.  3月末現在

Ｈ29年3月末

Ｈ28年3月末

合計
Ｈ29年3月末 3,750
Ｈ28年3月末 3,371



○ 雇用情勢の改善により、高校卒の就職内定率は高水準にあるが、就職内定者のうち県内内定者の割合は、前
年度と比較し0.7％上昇し、56.8％となっている。

高校卒の県内内定割合（平成29年3月時点）

（資料出所）厚生労働省・宮崎労働局集計

（注）当該内定率の算出における求職者数は、学校または公共職業安定所の紹介を希望する者の数（各年３月卒）であり、県が公表する学校基本調査とは異なります。

厚生労働省宮崎労働局作成資料
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H2９.3卒県内就職者数

1,531人



大学卒の県内内定割合（平成29年3月時点） 厚生労働省宮崎労働局作成資料
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大学等卒の就職内定率の時系列推移

全国内定率 宮崎県内定率

H29.3卒就職者数

1,876人

○ 雇用情勢の改善により、高校卒の就職内定率は高水準にあるが、就職内定者のうち県内内定者の割合は、前
年度と比較し0.7％上昇し、56.8％となっている。
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就職内定者に占める県内内定者の割合

就職内定者に占める県内内定者の割合

H2９.3卒県内就職者数

904人

（資料出所）厚生労働省・宮崎労働局集計

（注）当該内定率の算出における求職者数は、学校または公共職業安定所の紹介を希望する者の数（各年３月卒）



  

 

 

 

本日の記者発表の内容につきましては、宮崎労働局のＨＰにも同時掲載しています。 

 

 

 

 

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

○ 5月 9日（火）平成 29年度新規学卒者等の就職に関する求人要請（経済 4団体）   

○ 5月 10日（水） 同求人要請（県建設業協会等）                 

○ 5月 12日（金） 同求人要請（県森林組合連合会等）               

○ 5月 15日（月） 同求人要請（宮崎県経済農業協同組合連合会）          

○ 5月 15日（月）就労移行支援事業所による事業所説明会（都城安定所）       

○ 5月 25日（木）県西地区 求人受理説明会（都城市中央公民館 14：00～）     

○ 5月 31日（水）県央地区 求人受理説明会（JA-AZMホール 13：00～）      

 

 

                                  

記者発表メモ 

宮崎労働局ホームページ 

http://miyazaki-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮崎労働局・労働基準監督署・公共職業安定所（ハローワーク）の 

行事予定（平成 29年５月） 

 

  

宮崎労働局（局長 元木 賀子）は、宮崎労働局及び県内各労働基準監督署  

各公共職業安定所（ハローワーク）の主要な行事予定を取りまとめました。 

取材・報道等にご活用ください。 

【照会先】 

宮崎労働局雇用環境・均等室 

室   長   桑原 光照 

監 理 官   上田 徹也 

 係 長   清水 謙一 

（代表電話）0985－38－8821 

（直通電話）0985－38－8821 

宮崎労働局 
Press Release 

宮 崎 労 働 局 発 表 

平成 29 年４月 28 日解禁 

 



1 月

2 火

3 水

4 木

5 金

6 土

7 日

8 月

9 火 平成29年度新規学卒者等の就職に関する求人要請（時間：13：00～15：30、場所：経済4団体）

10 水 平成29年度新規学卒者等の就職に関する求人要請（時間：9：30～11：30、場所：県建設業協会等）

11 木

12 金 平成29年度新規学卒者等の就職に関する求人要請（時間：14：00～15：30、場所：県森林組合連合会等）

13 土

14 日

15 月
平成29年度新規学卒者等の就職に関する求人要請（時間：13：30～13：45、場所：宮崎県経済農業協同組合連合会）

就労移行支援事業所による事業所説明会（時間：13：30～15：30、場所：都城安定所　2階会議室）

16 火

17 水

18 木

19 金

20 土

21 日

22 月

23 火

24 水

25 木 県西地区　求人受理説明会（時間：14：00～、場所：都城市中央公民館）

26 金

27 土

28 日

29 月

30 火

31 水 県央地区　求人受理説明会（時間：13：00～、場所：JA-AZMホール）

※県北地区　求人受理説明会（日時：6／1　13：00～、場所：延岡総合文化センター）

☆印は、記者発表済、若しくは予定ありのイベント。

備　　考

平成29年５月
宮崎労働局・監督署・安定所（ハローワーク）主要行事予定表

５月 主要行事（労働局・監督署・安定所）
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○ 5月 9日（火）平成 29年度新規学卒者等の就職に関する求人要請（経済 4団体）   

○ 5月 10日（水） 同求人要請（県建設業協会等）                 

○ 5月 12日（金） 同求人要請（県森林組合連合会等）               

○ 5月 15日（月） 同求人要請（宮崎県経済農業協同組合連合会）          

○ 5月 15日（月）就労移行支援事業所による事業所説明会（都城安定所）       

○ 5月 25日（木）県西地区 求人受理説明会（都城市中央公民館 14：00～）     

○ 5月 31日（水）県央地区 求人受理説明会（JA-AZMホール 13：00～）      

 

 

                                  

記者発表メモ 

宮崎労働局ホームページ 
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発行：宮崎労働局

宮崎市橘通東3-1-22

宮崎合同庁舎

TEL：0985(38)8821

FAX：0985(38)5028

大学の新入生オリエンテーショ

ン等を利用した労働法制講義を５

校で実施しました。受講生は県立

看護大学４月７日、県立産業技術

専門校、南九州大学、宮崎公立大

学各８日、宮崎大学21日の合計で

約550人。学生アルバイトで起きが

ちなトラブルについて、実地に役

立つよう、労働基準法などを噛み

砕いて講演したところ、熱心に聴

いていただきました。

質疑応答では「アルバイトを辞

めたいけど、辞めさせてくれない」

といった相談もあり、これについ

ては退職願と退職届の違いなどに

ついて説明しました。

雇用保険法等の一部が改正さ

れ４月より施行されました。主

な改正点は次のとおりです。雇

用保険失業給付の充実として①

雇用情勢の悪い地域の給付日数

を60日延長②災害による離職者

の給付日数を原則60日延長③雇

い止めされた有期雇用労働者の

所定給付日数を倒産・解雇並み

扱い④倒産・解雇等により離職

した30～45歳未満の所定給付日

数の引き上げなどです。

失業給付に係る保険料の引き

下げとして労働者負担・事業主

負担ともに千分の１ずつ引き下

がります。育児休業制度の見直

しとして育児休業を６か月延長

しても保育所に入れない場合、

育児休業給付を６か月再延長し

ます（10月施行）。

求人情報の適正化としては、

労働関係法令違反を繰り返す求

人を受理しないなどです。

雇用保険法等の一部が改正されました

雇用継続を通じた

実
例
を
示
し
労
働
法
を
説
明
す
る

上
田
雇
用
環
境
等
推
進
監
理
官

アルバイトする前に
聞いてて良かった！

有効求人倍率

※有効求人倍率とは求職者(仕事を探

している人)１人あたりに何件の求人

があるかを示すもの。求人倍率が1.0

より高ければ「仕事を探している人」

よりも「企業が求めている人数」の方

が多いということになります。

9年３月卒業者の就職等の状況

について平成29年３月末時点

でとりまとめた結果、就職内

定者に占める県内内定者の割

合は56.8％となり、これは前

年同月比0.7％上昇する結果と

なりました。平成30年３月卒

業予定者の採用・選考スケジュー

ルは、高校求人の求人票受付

開始日が昨年の６月20日から

今年は６月１日と早まるため、

求人される企業の方は的確な

採用計画を立てて早めのご準

備をお願いします。

本県の労働市場における有効求

人倍率について、平成28年度分を

集計した結果、1.27倍となりまし

た。これは集計を開始した昭和38

年度以来、それまで最高値であっ

たバブル景気時代の1,09倍を上回

る過去最高値となりました。リー

マンショックの頃の0.39倍からの

上昇基調が続いています。

また本県では若者の県外流出が

問題となっています。今回、平成2

バブル景気

リーマンショック

平成28年度

列島改造ブーム

1.2
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今年に入り県内の産業

労働の場で死亡労働災害

が急増していることを受

け3月28日、宮崎合同庁

舎で「死亡労働災害防止

に向けた緊急対策会議」

「宮崎で働きたい」と考えている

ＵＩターン就職希望者や来春大学

等卒業予定者と「人材を求める宮

崎県内企業」の出会いの場として

４月９日の大阪を始めに同23日福

岡、同30日東京の３会場で就職説

明会を宮崎県と

共催で開催。

宮崎での就職

を希望する参加

者は各企業のブー

スを回って、企

業情報や企業が求める人材像を確

認していました。宮崎労働局は各

会場に「ハローワーク相談コーナー」

ブースを設置し、ハローワークで

受理した求人情報の提供や仕事に

関する相談を受けました。

「大学を卒業したらやっぱり宮崎

で働きたい」「宮崎の人と結婚す

るので仕事を探したい」などを考

を開きました。緊急対策会議には

労働基準監督署、製造、建設、運

輸、林業などの災害防止団体及び

労使双方の代表ら19名が出席。昨

年の労働災害発生状況や２月11日

までに昨年の約半数となる７件の

死亡災害発生を説明しました。

また局として初めて３月22日に

死亡労働災害多発警報を発令した

ことを報告。警報発令後に作成す

る「取り組むべき労働災害防止対

策」等について意見交換し「啓発

用ポスターにも具体的な取り組み

えている方の相談が多く寄せられ

ました。参加者は都会に居ながら

にして直接宮崎の企業担当者から

話を聞ける機会となりました。

４月17日に宮崎県、公立私

立校長会、県内経済４団体と

で平成29年度宮崎県高等学校

就職問題検討会議を開催。企

業や学校に対する複数応募制

に関するアンケート結果等を

踏まえ協議し、来春３月高校

卒業予定者は10月末までは１

人１社のみ、11月１日以降は

１人２社以

内の複数応

募・推薦を

可能とする

こととを確

認しました。 また就職支援に関し、

早い段階からの企業説明会開催の重

要性に加え、こうした催しには生徒

の応募先決定等に影響力を持つ保護

者を取り込んでいく方向性などが確

認されました。

ふるさと
就職説明会

申告と納付は早めに

労働保険の年度更新
－労災保険・雇用保険－

6月1日～7月10日

雇用保険料率が下がりました

を明記すると分かりやすい」な

ど災害防止に向けた積極的な意

見が出されました。

会議では①安全パトロールを

行う②安全管理者を選任して機

械のトラブルも想定し修理を行

うときの作業マニュアルも整備

する③新規採用者など経験の浅

い人たちへの安全教育を徹底す

ることなどを確認しました。

緊急会議における協議模様

進
行
す
る
徳
永
雇
用
企
画
係
員

１～２月の死亡事故

林 業 杉との間に挟まれ

林 業 トラックが激突

清掃業 水槽でおぼれる

小売業 車が中央線越え

建設業 トラックが激突

バス業 バスと壁に挟まれ

運送業 トラックごと転落

警
報
発
令
中
の
ポ
ス
タ
ー
を

説
明
す
る
中
村
健
康
安
全
課
長

ポスターに使用した事故事例

大
阪

東
京

福
岡

にて
開催

県
内
企
業
の
魅
力
を
ど
う
知
ら
せ
る
か


